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    つれづれなるまゝに、日くらし、硯にむかひて、心にうつりゆくよしなし事を、 
   そこはかとなく書きつくれば、あやしうこそものぐるほしけれ。 
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†† ステークホルダー論に関する項では、企業を、概ね「経営体」の意味で用いている。 
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ろ、２人の関係性、そこに成立していた共通意識が変わった、ないしは消失したということな
のである。 
 「閉じている」からこそ、社会は、そこへのメンバーシップを与えるために人々を社会化し
たり、ある種のことがらを反社会的と断罪したりすることができる。この点は「関係としての
経営体」も同様である。しかし、「社会的／反社会的」を区別する基準が不変のものではない
ように、「関係維持／解消」の基準も不変のものではありえない。この事態は、その基準、な
いし共通意識に体現されている関係性が、その関係とは別のところに常に曝されているのでは
ないか、ということを想起させる。 
 「関係維持／解消」が、いわゆる企業活動の正当性のいかんによって決定されるとすると、
そのテーマに関しては、おおよそ1970年代より、経営ないしは企業の社会的責任の問題として
論じられてきた。今日ではCSR（Corporate Social Responsibility）問題と言い替えられて議論の
テーマとなっているものであるが、いずれにせよ、いわゆる企業の行動を制約する、あるいは
正当化する枠組みとして「社会性」ないし「社会の意識」を措定していると考えられる。しか
し、ここまでで述べてきたように、「経営体」の規模や活動範囲が、社会大と言っていいほどに
巨大なものとなって、むしろ「経営体」が、社会の共通意識を変えるような事態すら容易に想
像される現在の状況において、その枠組みは、はたして有効であろうか。また、蛇足ではあろ
うが付言しておくと、従来の「社会」概念は、いわゆる国民国家（nation state）を暗黙裏に想
定して作り上げられたものである。巨大な「経営体」が、その境界を越えて活動していること
は、とうに周知の事実である。 
 したがって、「関係維持／解消」にかかわる共通意識ないし関係性が問われる「場」、言い替
えれば、その関係性が曝される「外部」がありうるか、あるとすればいかなるものか、が問わ
れねばならない時期が到来しているのではないだろうか。これは、社会の規範意識が問い直さ
れる「場」に関する問題としても考えられるものである。 
 さて、そのような問いに答えることは容易ではないが、この小論では、「公共」をそのような
「場」として考える可能性についてだけふれておきたい。「公共」なるものをどのように考え
るかについては、学問分野によって、またいわゆる「国民性」の相異によってさまざまである
ことは言うまでもない。日本では、それは「国家」や「官」と同義に用いられることも多かっ
た。経済学では、いわゆる「市場の失敗」を補完する「公共財」との関連で論じられることが
多いようである。 
 ここでの「公共」は、そのような概念として考えられているのではない。それは、秘される、
ないし秘すことができるprivateなものに対する
．．．
概念である。その性格――それが「公共性」と
いうことになろうが――については、改めて論じなくてはいけないが、ともかくも、そこでは、
あらゆるものが、あらかじめ予想できない何か、ないし誰かに曝され、そして問いかけられ、
応答を迫られる。そのような事態は、極めて緊張を強いられるものであろうし、何らかの解決
がありうると期待できるものでは、さらさらない。しかし、現在の「経営体」、そしてそれを維
持・存続させる関係性は、このような厳しい状況を前提として、はじめてその正当性を云々で
きるものとなるのではないだろうか。 
